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【要旨】 
 本論では、中国内蒙古自治区（以下内モンゴル）において実施されてきた環境保護政策および内モンゴ
ル地域における環境問題（砂漠化）を事例にとり、その政策設計の背景を探りながら文化・歴史的変容と
特徴について分析する。内モンゴル特有の伝統文化や生活習慣の側面をとらえること、それらを取り巻く
社会とのかかわりを認識したうえで、内モンゴル地域において環境問題が占める意義について考察するこ
とを目的とする。研究の方法は、まず内モンゴル地域の民族文化、社会および環境について理解を深めた
後、この地域において法律、環境保護政策を実施する上での地域政府と住民の意識について述べる。その
結果、内モンゴル地域で環境保護政策がどのように実施されているかが明らかにされる。次に、この地域
において環境保護政策が実施されることが、伝統文化、社会と環境にとってどのような影響を与えるかに
ついて考察する。最後に、先行研究に基づいて現行の環境保護政策がどの程度有効であるか否かについて
考察を加える。 
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はじめに 
 
 現在、人類による環境破壊や自然環境との関係に関わる問題など様々な地球環境問題が
生じている。地球温暖化が急速に進みつつあり、世界各地では異常気象や大干ばつなどの
現象が現れ、我々の日常生活にも影響を与えることとなった。我々の生存基盤が破壊され
ることが危惧される。 
 今まで、世界各国は経済発展を優先的に促進し、環境に大きな負荷を与え続けてきた。
その結果、砂漠化や生態系の破壊、土壌汚染、大気汚染などが深刻な問題となり、今や世
界各国が環境問題を考慮した経済発展を目指すことが強調されることとなった。その中で、
最も注目されているのは、経済発展が速い東アジア地域の中国である。 
 現在の中国は経済発展が急速で、国際社会にも大きな影響をもつ。中国では、経済発展
によって環境に大きな負荷を与え続けており、国内各地で環境の破壊が深刻化している。
特に、中国内モンゴル地域ではかつて草原が広がっていたが、現在では草原が縮小して裸
地が生じ、砂漠化した土地が拡大している。 
 植生が破壊されると、生物の存在や生産の条件が失われ、生態系の機能や構造の劣化が
進行する。中には絶滅する種も現われ、種の多様性が低下する。砂漠化はそうした生態系
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の劣化の過程のひとつである。砂漠化現象は気候変動のような地球環境問題との関連も深
い。砂漠化の進行により植生が消失し、大気環境へフィードバックすることが指摘されて
いる。 
 砂漠化がもたらす社会的影響は大きい。特に経済的に貧困な牧畜民や農耕民の生活基盤
への影響は深刻である。生活資材のすべてを依存する周辺環境が悪化すると、人々は生活
水準の維持を図るために、土地の能力を超えた耕作、放牧を続けることになる。しかし、
そうした行為によって生産が安定することはなく、長期的には土地の生産力が低下し、つ
いには唯一無二の資産である農地や家畜の喪失へとつながる。状況は時とともに悪化し、
貧困に拍車がかけられる。自然環境の劣化は農牧業生産に深刻な影響を与え、生産基盤が
破壊される恐れもある。 
 中国は砂漠化の防止や生態系の保護を強化しつつあるが、一方的に経済発展政策を促進
することにより、国民は新たな問題と直面することとなった。本稿では、内モンゴルの砂
漠化状況を歴史面から検討し、中国に独特な環境政策の過程をたどり改善策について考察
する。 
 
第 1 章 内モンゴルの牧畜産業史 
 
第 1 節 内モンゴル地域を巡る草原開墾歴史 
 
今から約 8,000～7,000 年前の新石器時代、内モンゴル地域では狩猟、放牧を生業として
いた。牛、馬、羊、駱駝、などが約 4,000 年前、既に家畜化されていたことも知られてい
る。時期が春秋時代に入ると、内モンゴル地域は中原地域において馬の生産地として知ら
れ、北から馬、南から絹というまさしく「馬と絹の交易」が盛んであった。「馬」と「絹」
のいずれも、日常必需品ではなく、贅沢品であり、当時の交易は民間よりも、むしろ支配
者の間で頻繁に行われていた。（松田寿男, 1966） 
その後に秦、漢という巨大王国が成立し、北方地域では匈奴という奴隷制政権が形成さ
れ、内モンゴルの歴史で初の階級社会が創られた。ここから、中原と北方勢力の交流、衝
突、浸透の歴史が幕を開ける。秦は万里の長城を建て、北方勢力の侵略を食い止めようと
した。万里の長城が軍事的防護機能を果たせたかどうかは別として、国境線として機能し
ながら、中原と北方の交易場になっていたことは確かである。（福井勝義, 谷泰, 1987） 
 この時期は、戦乱の時期でもあった、始皇帝 32 年（前 215 年）には秦が匈奴を打ち破り、
700 里（秦、漢代の行政区画の名）の土地を占領し、オルドス地域に大規模な農耕を行っ
た。中国古代朝廷によるいわゆる「移民実辺」政策が始まるのである。始皇帝 37 年、中原
地域は混乱に陥り、匈奴が再びその地域を占領した。約一世紀後、西漢が現在の内モンゴ
ルのバインノール盟とオルドス盟で開墾を行った。囚人を釈放する、あるいは平民に爵位
を与えるなどの条件で人びとを占領した地域に移住させ、農耕民が自主的に移住して農耕
を行ったものではなかった。前 127 年、さらに河南地域（黄河の南）を占領し、10 万人を
送り出して移住させた。前 120 年、山東地域での水害により、大勢の農耕民が災害難民と
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なり、甘粛と内モンゴル地域に 70 万人の難民を移住させた。前 110 年、現在の内モンゴル
地域で官田を作り、兵卒 60 万人に農耕をさせていた。前 2 年の時点で、西部内モンゴル地
域では漢民族の人口が既に 100 万人を超え、当該地域人口の半数以上を占めるようになっ
た。農耕民の人口増加や草原開墾が草原生態系の破壊という結果をもたらし、草原の砂漠
化という現象が現れ始めたのである。こうした砂漠地の広がりが移民してきた農耕民に与
えたダメージは大きく、農耕の継続が困難になり、2 世紀にわたって続いた草原開墾が 48
年に幕を閉じることとなった。（福井勝義, 谷泰, 1987） 
 魏晋から隋朝までの時期、中原地域にいくつかの政治勢力が同時に存在していた。内モ
ンゴル地域はほとんど遊牧民によって支配され、牧畜も一定の発展を遂げていた。386 年
に、鮮卑族が北魏を建て、2 世紀にわたって内モンゴル地域と山西省を支配することにな
る。北魏の太武帝が漠北を占領し（ゴビ砂漠の北側）、勅勒族の 10 万戸を家畜と一緒に漠
南に移住させた。それから漠南は勅勒族の居住地となった。（福井勝義, 谷泰, 1987） 
唐・五代の時期に入り、北方の遊牧民地域が再び中原勢力の支配の下に入った。唐朝が
内モンゴルの河套地域（黄河の北側）を「国の北門」と位置づけ、河套地域において広い
範囲が開墾されことになった。これまで、内モンゴル地域における草原開墾は主に西部に
集中していたが、紀元 9 世紀に内モンゴル地域の東部にも草原開墾が行なわれた。現在の
毛烏蘇（ムウス）はこの東部地域における草原開墾によって砂漠化したという説もある。
（松田寿男, 1966） 
 遼、金、元時代は北方地域にとって軍事、経済、環境各面において盛期であった。遼、
金、元の時代、遊牧民族の勢力の拡大にともない、牧畜の発展やそれを基礎にした様々な
商業が盛んであった。遼の上京は内モンゴル史上初の城都であり、当時の商業にとっては
交易場としても知られている。さらに、金、元の時代に内モンゴル地域の中部地域、シリ
ンゴル盟やウランチャブ盟などに商業都市が造られ、中原、中央アジア、ヨーロッパから
の商人の出入りも自由であった。交易は、主に遊牧民からの家畜や畜産品（毛、皮）と商
人達のもたらす金属器物、日常製品との物々交換であった。 
 遼、金、元の時代では遊牧民族が政権を支配していたが、その支配の下に入った農耕民
族はモンゴル地域に自由に出入りし耕作することが許されていた。しかし、この時期にお
いて、農耕民族の草原開墾は、耕作の条件が比較的に整った地域で小規模で行なわれてい
た。さらに元の時代では、草原の濫開発を厳しく禁じるという法令もあった。『黒鞑事略』
によると、モンゴル帝国は「草が繁茂している土地を開墾するもの、失火して草を燃やす
ものを処刑する」とはっきり定めていた。（松田寿男, 1966） 
 明、清、中華民国時代に、北部地域における遊牧民は支配力を失っていたが、その勢力
は存在していたため、北部地域の遊牧民の勢力を固めることが極めて重要なことであった。
自国の政治安定や財政安定のために、内モンゴル地域に対して、「蒙地漢化」政策が行なわ
れた。この政策は、内モンゴル地域へ農耕民族を移入させ草原開墾を行なうことにより遊
牧民の移動範囲を狭めることであった。明朝 1570 年から 1582 年までの間に約 71 万人の農
耕民族を河套地域に移入させた。清朝 1902 年から 1908 年の間で内モンゴル地域の東部地
域で 160 万 ha の草原が開墾された。中華民国時代に入ってからも、「蒙地漢化」政策が引
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き続き行なわれ、1911 年に 150 万人であった内モンゴル人口は 1949 年時点では 600 万人
に超え、モンゴル族と農耕民族（主に漢民族）の人口比は 1：6 であったと記録されている。
（福井勝義, 谷泰, 1987） 
「蒙地漢化」政策により、内モンゴル地域の人口は急速に増加し、草原開墾が大規模的に
行なわれていたため、放牧用の草地も狭小化することによって、遊動放牧習慣を維持して
きた牧畜民の中に定住放牧する牧畜民も現れた。さらに中華人民共和国成立後、内モンゴ
ル全域で定住化は進むこととなる。 
 
第 2 節 中華人民共和国における内モンゴル地域の変化 
 
 清、中華民国時代から内モンゴル地域おいて牧畜民と農耕民の間の放牧地をめぐる衝突
は中華人民共和国成立まで続いていた。中華人民共和国成立直後は、中国政府にとって内
モンゴル地域の社会を安定させることが何より重要な課題であった。当時の内モンゴルで
は、牧畜民と牧主の矛盾は農耕民と地主のそれほど激しくなかったが、牧主は地主より相
当の財力や人力を持ち、牧主たちが独立運動を引き起こす恐れもあった。中国政府として
も、慎重に対応をとらなければ牧畜民と農耕民の衝突が民族紛争まで発展すると考えてい
た。そこで、中国政府は「平等社会の創造」という主権を握る共産党のスローガンの下で
1949 年から 1957 年の間に土地革命を行い、牧主や地主から土地や家畜を没収し、牧畜民
と農耕民に家畜と土地を分配した。これまで広い範囲で遊動生活を維持していた牧畜民は、
土地を分配されることにより遊牧生活は不可能になった。これは牧畜民が定住化し始めた
ことを意味する。牧畜民の定住化によって、牧畜は従来の季節的に遊動する伝統的生活方
式から、定住的日帰り放牧を行なうようになった。（福井勝義, 谷泰, 1987） 
 1958 年、内モンゴル地域に「人民公社制度」が導入された。内モンゴル地域内の各地域
に「公社」を設立し、学校、病院、商店などの施設が集中的に建設されることによって、
社会的サービスも充実した。また、牧畜民の定住化によって、牧畜民は充実した社会的サ
ービスを受けることができるようになり、牧畜民の間で生活の質を向上させようという意
識が高まることになった。 
 中華人民共和国成立直後、中国の経済は脆弱な状況にあったため、中国政府は人民に対
して人民公社を通してできるだけ多くの生産物を国に提供するよう義務づけた。そのため、
内モンゴルにおける牧畜地域は畜産物を国に提供することを期待されていた。これによっ
て、牧畜民は家畜の数を増やすことなり、家畜数は 1947 年の 773.7 万頭から 1965 年まで
に 3,330.8 万頭へ 430％の増加を示している。また、内モンゴル地域に定住した農耕民も生
産の増加を強いられ、1976 年まで 206.7 万 ha の草原が開墾された。こうして内モンゴル地
域では過剰な放牧や過度な開墾が行われ、今日の内モンゴル地域は草原の生態系の破壊や
草原の砂漠化問題に直面することとなった。（福井勝義, 谷泰, 1987） 
 1972 年、中国政府は国連人間環境会議「ストックホルム会議」に参加し、当時の先進国
の環境問題の深刻さを認識したことから、中国政府も自国の環境問題を認識するようにな
った。そして環境問題の解決や問題解決のため、翌年の 1973 年には第 1 回「全国環境保護
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会議」が開催された。 
 
第 3 節 中国の環境政策史 
 
 中国の環境政策は、全国環境会議の開催を区切り目にして大きく四つの段階に分けられ
る。まず、第 1 段階は 1973 年から 1982 年で、環境管理制度や体制を準備する段階である。
第 2 段階は 1983 年から 1988 年で、法整備が行われた段階である。第 3 段階は 1988 年から
1995 年で、環境管理制度が曲りなりにも確立した段階といえる。1996 年には第 4 回の全国
環境会議が開催され悪化した生態系の改善へ向けて努力することになった。 
  
第 1 期  準備期間〈1973 年から 1982 年〉 
 
 前述のように、1972 年に中国政府が国連人間環境会議、ストックホルム会議に参加した
ことを契機に、先進国での環境問題の深刻さを認識したことから中国の環境政策は始まる
といえる。翌年の 1973 年には第 1 回「全国環境保護会議」が開催され、それに続いて 1979
年には「環境保護法（試行）」が制定された。こうした動きは、「環境保護は社会主義建設
の一部」であるという社会主義国家である中国独特の認識を具現しており、資本主義先進
国よりも先進的な対応として評価されている。1982 年には、環境保護政策の実行機関であ
る環境保護局が設置された。 
1979 年制定の「環境保護法（試行）」では、環境保護と経済建設・社会発展の両立が目
標とされ、環境汚染の未然防止原則と汚染者負担の原則（誰汚染誰治理）が確立された。
この試行法で導入された諸制度は次の通りである。 
1、 環境影響評価制度； 
環境汚染の未然防止原則に対応する制度である。ほとんどすべての事業分野にわたる建
設プロジェクトに関して、事業者は環境影響評価大綱を作成し、環境影響評価表および
公害防止装置の報告を行う。これら報告を環境保護局が審査・承認する。 
2、「三同時」制度； 
汚染者負担原則を反映している。建設工事を実施する際には、建設主体の工事と同時に、
汚染防止設備の設計・施工・操業が同時行われなければならないという原則である。具
体的には、環境防止のための設備は、必ず設置しなければならないのに加えて、使わず
に放置したり撤去したりしてはいけないということである。 
3、「汚染物質排出費徴」収制度； 
これも汚染者負担原則の反映であり、公害という外部不経済を内部化する制度でもある。
汚染者は汚染物質の種類と量に応じて課徴金を支払うのだが、汚染物質の排出に一律に
徴収される「排汚費」と排出基準を超えた場合に超過量に応じて課せられる「超標排汚
費」とがある。排汚費徴収金額の比率はおおよそ、排水:排気:騒音＝6：3：1 である。「汚
染物質排出費」制度は政策金融の機能も持つ。排汚費の 20％は環境保護局の行政費用（モ
ニタリングのための機器購入など）に使われるが、残りの 80％は排汚費を徴収した企業
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に対して、環境保護設備設置の投資資金として貸付けられる(1988 年以前は無償であっ
た)。この制度は、汚染者負担の原則の反映とは言うものの、企業が政府の設備投資計画
に基づいて設備投資を実行してきた以上、政府がそうした企業から排汚費を徴収し、こ
れをまた貸し付けるというのは、自己矛盾している面がある、とも言える。 
  
第 2 期 環境保護制度整備の期間〈1983 年から 1988 年〉 
 
1979 年以降の改革開放政策により飛躍的な経済成長を遂げた反面、環境汚染が表面化し
た時期でもある。1983 年に第 2 回全国環境保護会議が開催された。ここでは、環境保護政
策は人口問題解決に次ぐ国の政策であることが明確化に示され、環境問題の深刻化に対す
る危機感が伺える。この全国環境会議の前後から、相次いで様々な環境保護関連法が整備
された。1982 年の「海洋環境保護法」、1984 年の「水汚染防止法」、1987 年の「大気汚染
防止法」の各法律がこの時期に制定された。廃棄物を 3 種類に分割して「三廃」（大気汚染、
水質汚染、固形廃棄物）ということがあるが、このうち固形廃棄物の規制法は近年になる
まで制定されなかった。広大な国土を持つ中国ならでは考え方であるが、固形廃棄物の野
積み（フリー･ダンピング）に対する意識が低かったことの反映であろう。しかし、こうし
た固形廃棄物に由来する土壌や地下水の 2 次汚染が近年問題になってきている。 
 1984 年には国務院に「環境保護委員会」が設置され、その常設の局（委員会の実行部隊）
として、それまでの「環境保護局」を「国家環境保護局」と改称した。そして 1988 年には
「国家環境保護局」は国務院の直属機関となり、全国の環境保護政策の実施を担当するこ
とになった。 
 
第 3 期 環境保護制度の確立の期間年〈1989 年から 1995 年〉 
 
1989 年に第 3 回全国環境保護会議が開催され、以下に示すような 5 項目（上記 3 項目と
合わせて 8 項目）の環境管理制度が確立した。1989 年には日本の「環境基本法」に相当す
る「環境保護法」が制定された。この法律は都市部の環境保護の法的理念を述べたもので
ある。農村部での環境保護の取り組みは今後の課題とされている。 
「環境保護法」で規定された理念は次の 2 つである。 
1、生活環境・生態環境を保護し、汚染を防止し、人間の健康を保障すること。それに加え
て、社会主義の建設を行うこと。 
2、「環境」の詳細な定義を行うこと。大気とは、水とは、海洋とは、資源とは、などを定
義した。これによって、遺跡、景勝地、なども環境の一部として規定された。 
 1989 年に制定された「環境保護法」のもとでの諸制度は次の通りである。 
１． 環境保護の目標責任制度； 
地方政府と企業責任者の環境保護に対する責務を明確化するもの。地方政府の首長は環
境目標と各年度の事業目標を提出し、それらの結果を自己評価する。 
２． 都市環境総合整備に関する定量審査制度； 
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環境保護委員会が都市環境の定量的評価を行う。都市部の環境問題が深刻化してきたこ
とに対応している。環境保護委員会は｢都市環境総合整備定量審査指標｣(環境質量指標
37 ポイント、環境汚染制御指標 37 ポイント、環境建設指標 26 ポイント)を定め、全国
32 主要都市で実施される(1992 年からは 37 都市)。 
３． 汚染物質の集中管理制度； 
工場の移転・集団化で汚染源を集中する制度。汚染防止のためのコストや人員を効率的
に投入し、大規模な新技術の導入を容易にし、資源消費の効率化とリサイクルを向上さ
せようとする制度。 
４． 汚染物質排出登記・許可制度； 
企業は汚染物質の排出とその処理施設について環境保護局に報告しなければならない
という制度。その報告により、環境保護局が汚染処理の審査を行い、基準に見合う企業
に許可証を発行する。 
５． 期限付汚染防除制度； 
環境基準に達しない企業には期限を定めて改善を指導し、期限までに達成できない企業
に対しては罰則(罰金・操業停止)を課する制度。 
この時期には、環境問題で世界と歩調を合わせる姿勢も見せ始めている。1992 年のリオ
会議（環境と開発に関する国連会議、地球サミット）に李鵬首相が出席したのもその現れ
である。1994 年には中国版アジェンダ 21（21 世紀に向けての環境保護への取り組みのこ
と)を発表し、環境重視の姿勢を明確化した。 
 
第 4 期 生態系の改善へ向けて<1996 年以降> 
 
1996 年に第 4 回全国環境会議が開催された。この会議では、従来の排出口規制中心から
総量規制へと重心が移ることになった。また、この時期、生態系の破壊は非常状態におか
れているため、生態系の改善へ取り込む必要性があった。そして、既に悪化した生態系の
改善、或いは生態系の破壊が深刻な地域においては「生態環境保全」を最優先とし、環境
保護に本格的に着手することになった。 
この時期の中国の生態系の破壊は深刻な状態になっていた。特に内モンゴル地域では草
原の砂漠化現象が顕著になり、砂漠化した地域から黄砂が発生して東部内地にも襲来し大
きな環境問題になっていた。 
 
第 2 章 中国の砂漠化 
 
 1993 年の調査によれば、中国では砂漠と砂漠化地域の合計が日本の国土の 4 倍の広さに
当たる 153 万 km2ある。半砂漠地域はその数倍はあると言われている。統計資料は不十分
であるが、この 30 年間に、内モンゴル地域から河北省にかけて少なくとも 10 万 km2が砂
漠化し、最近も毎年 1.4 万 km2ずつ拡大し続けていると言われている。1977 年に「砂漠化
の危機が極めて深刻な国」のひとつに挙げられており、中国政府も砂漠化防止を大きな政
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策のひとつとしている。（吉野正敏, 1997） 
 中国では、植物が繁茂していることで表面が固定され、砂の移動もごく限られている固
定砂丘や半固定砂丘が、植生の破壊によって活性化して砂漠になった場合を「砂地」と呼
び、砂漠から直接砂が運ばれてきて砂漠化した土地と区別している。毛烏蘇（ムウス）砂
漠はこの砂地に当たるので、地図や本などには毛烏蘇砂漠ではなく毛烏蘇砂地と書かれて
いることが多い。砂地は本来、砂漠でなかった半乾燥地が、人為的な要因によって砂漠に
類似した状況になった地域のことであり、砂漠化防止のための緑化の対象地や生態環境保
全対象地となるところである。（福井勝義, 谷泰, 1987） 
 毛烏蘇（ムウス）砂漠は唐の時代までさかのぼる。それまでは水草豊かな土地であった。
唐末の 9 世紀頃から、戦争や草原開墾で砂が堆積し始めたといわれている。モンゴル語で
は「オルドス」という言葉があり、「宮殿の多い地方」の意味を持つ。実際に王宮があるの
ではなく、遊牧牧畜民が大勢いて、当時の王族や貴族が居住していた場所のような意味で
ある。歴史書によると、14 世紀の中頃に元朝が滅んだ後、15 世紀中葉にこの地のチンギス
ハン（モンゴル帝国の創建者 1162～1227）を護るためにモンゴル族の一部が住み着いた。
その後人口が増えて、「オルドス高原」と呼ばれるようになった。その頃の「オルドス高原」
の生態環境は破壊されておらず、豊かな大草原であったと考えられる。しかし、17 世紀以
降になると、農耕民の移住入植が始まり、「オルドス高原」では草原が広い範囲にわたって
開墾され、砂漠が出現し始めた。 
 1970 年代に食料増産の必要から、三度にわたり農耕民族（漢民族）の人々が張家口（チ
ャンジャク）地帯から内モンゴルにかけての草原へ大規模に入植し、農業と牧畜業を始め
た。その結果、1949 年の解放当初は 1.1 万 km2程度に過ぎなかった毛烏蘇砂漠が、1974 年
には 3.5 万 km2まで一挙に拡大した。現在ではすでに 4.0 万 km2に達し、中国の砂漠の 3.1％
を占め、年間 0.1 万 km2の速度で砂漠化しているといわれている。（吉川賢, 2004） 
 
第 1 節 中国の砂漠化の分類 
 
 中国の砂漠化は①砂質草原の砂漠化、②固定砂地砂丘の活発化および③砂丘の前進、侵
入の 3 種類に分類される（表 1）。 
 どのような類型の砂漠化地域でも、まず干ばつ、強風と地表の露出、やわらかい砂質物
質など、砂漠化の潜在的因子が存在する。これらの潜在的自然要因に加えて、人間社会の
過度な活動が砂漠化の発生と進行を引き起こす。つまり、過度の人為的な活動、過度の放
牧や過剰の開墾活動などを含む、人間による活動は砂漠化の誘発要因となるのである（表
2）。 
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表 1. 中国の砂漠化地域の類型 
砂漠化発生の性質 面積（万㎢） 砂漠化地域に占める比率（％） 
砂丘草原の砂漠化 7．44 42．2 
固定砂地砂丘の活発化 9．22 52．2 
砂丘の前進、侵入 0．94 5．5 
「中国の砂漠化」吉野正敏 1997 より 
 
表 2. 中国北方地域の砂漠化の形成要因の類型 
砂漠化地域の形成要因の類型 面積（万㎢） 砂漠化地域に占める比率
（％） 
草原の開墾を主とする 4．47 25．4 
草原の放牧を主とする 4．99 28．3 
森林伐採を主とする 5．60 31．8 
工業・鉱業・交通・都市建設などによる
植生の破壊を主とする 
 
0．13 
 
0．7 
水資源の利用を主とする 1．47 8．3 
風力作用のもとで砂丘の前進を主とす
る 
0．94 5．5 
「中国の砂漠化」吉野正敏 1997 より 
 
第 2 節 人口・農牧業との関係 
  
 中国の砂漠化地域の実情を見ると、過度の人間活動はもとすれば人口増加と関連してい
る。特に最近 30 年間の人口増加が急激に進んでいる。たとえば、農牧業を主な生業とする
砂漠化地域の人口増加率は年平均 3.08％であり、平均人口密度が 1949 年の 10～15 人/km2
から 1980 年の 40～60 人/km2まで増加した。高いところでは 80 人/km2に達する。人口の
増加は、土地資源の利用に拍車をかけ、草原を開墾し、草原放牧の負担を大きくした。1950
年代の家畜１頭当たりの平均占有草地 333.5a から 1970 年代後期の平均占有草地の 100a～
130a に減少し、やがて 30a～60a までになった。ホルチン草原のジェリム（哲里木）盟地
域の人口密度、人口当たりの平均耕地面積および牧畜の占有草地面積の変化曲線の実例を
見れば（図 1）、人口増加にともなって、伐採活動も過度になり、砂漠化の進行を加速した
ことがわかる。（吉野正敏, 1997） 
 一方、土地利用が過度に進む地域では、砂漠化の進み方も異なる。半乾燥地域の農牧業
が交錯する地域では、過度の農地開墾による砂漠化のプロセスは、開墾する前の地表形態
によって異なる。砂質草原における乾地作農地の開墾地域では、図 2 のように進行し、固
定砂地の開墾は図 3 のように砂漠化していく。（小長谷有紀, 2005） 
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（朱 震达 1989） 
図 1. ジェリム（哲里木）盟の人口密度、人口当たりの平均耕地面積と 
家畜の占有草地免責の変化 
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砂質草原の開墾 
地表の風食 
本来の地表景観 
 
地表粗化 
 細砂が風により舞い 
地表風食による擦 
風下の方向で流砂 
風食リッジと凹 
片状流砂の堆積 
舞い上がる砂 
 
（朱 震达 1989） 
図 2. 砂質草原の開墾から砂丘形または地表粗化、風食に至る流れ 
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固定砂丘の開墾 
風食および砂増が舞い上 
片状流砂の堆積 
流動砂丘 
 
（朱 震达 1989） 
図 3. 固定砂丘から流動砂丘に至る過程 
 
 人為的な過度の活動および風の力による砂の舞い上がり、運搬、堆積作用の影響により、
波状の砂質草原の景観は著しく変化する。現在の商都（シャントゥ）西井子（シージンツ
ー）黒砂地および四子王（スーズーワン）旗の小白林（ショオバイリン）地域の生態環境
の変化の資料によれば、この現象をはっきり説明できる（表 3）。従って、草原の農地開墾
の歴史は、実際には草原の砂漠化過程の歴史でもある。たとえば、ホルチン砂区の奈曼（ナ
イマン）地域では、1966 年から 1977 年の間に 80％以上の草原が開墾され、この結果、草
原生態の退化や草原の砂漠化面積は 1950 年代から 1970 年代までの間に 13.7％から 30％に
拡大した。 
 
表 3. 草原の開墾後に現れた環境変化 
草原開墾後に現れた各種砂漠化地域が 
その地域内で占める面積（％） 
 
 
地点 
 
 
開墾時間（年） 風食および
地表粗大化 
 
風食リッジ 
舞い上がり
の低木林砂
堆 
 
片状の流砂 
西井子 60 42 7 33 18 
小白林 30～60 40 － 48 12 
   （朱 震达 1989） 
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 砂漠化地域の形成後、頻繁な風砂活動が近隣の農地へ悪影響をもたらす。哲里木（ジェ
リム）盟の例を挙げると、1971 年から 1980 年の 10 年間に、農業生産に風砂の被害を受け
た面積は、耕地面積の 10％を占める。河北の围场（ウェイツァン）、豊寧（フォンニン）
両県の北部および内モンゴル乌兰察布（ウランツァブ）盟の后山（ホーシャン）地域など
に類似の砂漠化過程が認められる。したがって草原における耕地の開墾が、半乾燥地域の
農業と牧畜業が交錯する地域の砂漠化過程を進行させる要因のひとつであると言える（表
4）。 
 
表 4. 農業と牧畜業が交錯する地域の現在の砂漠化地域の形成要因 
形成要因の類型 農牧畜業が交錯地域における砂漠化地域が
占める面積（％） 
草原過度農地開墾により形成された砂漠化
地域 
45 
草原過放牧により形成された砂漠化地域 29 
森林伐採などの植生破壊により形成された
砂漠化地域 
20 
道路、工業や鉱業の建設により形成された
砂漠化地域 
6 
（朱 震达 1989） 
 
第 3 節 内モンゴル地域の砂漠化の進行状況 
 
 過放牧は、砂漠化が進行中の地域における主な人為的要因のひとつであると考えられる。
近年、単純に家畜数の増加を追求するあまり、草地への負荷量が増加した地域が増えてい
る。たとえば、錫林郭勒（シリンゴル）草原の西乌珠穆沁（シーウツゥムチン）旗では、
1949年に草地1㎢当たりの家畜数は9.6頭であったが、1960年代末期には69.8頭に増加し、
ホルチン草原の科左後（カツォホー）旗では綿羊 1 頭当たりの草地が平均 100a から 30a
となり、奈曼（ナイマン）旗では平均 80a から 18a となった。特にそれらの地域の中では、
旗郷などの民戸集中地域（比較的人口が多い地域）に近接した地域の過放牧は最も深刻で
ある。例えば、奈曼（ナイマン）旗地域では、章古台（ザングタイ）郷、固力班花（グリ
ーバンホワ）郷、科左後（カツォホー）旗の朝魯吐（チョロト）郷の周囲の地域では、綿
羊 1 頭当たり草地が約２a であり、深刻な砂漠化をもたらした。乌兰察布（ウランツァブ）
草原の達茂（ダーマオ）旗では過放牧のもとで、地表の被覆率が小さくなり、牧草の 60％
が減少し、地表の露出が深刻な問題となった。家畜にふみ荒された土地の表面層は破砕さ
れ、露出した砂地が形成され、風力侵食作用にさらされるようになった。そして生態系の
安定性がしだいに弱まった。過放牧による砂漠化の進行は、水井戸の周辺においてさらに
著しい。 
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 一般に水井戸の周囲半径 500 メートル範囲内で原植生が破壊され、流砂によって砂礫質
の粗い物流が地面を掩い、砂漠化が深刻である。半径 500～1,000 メートルの範囲内は雑草
が成長し、砂漠化が発生する圏内になる。したがって、砂漠化圏内に分布する草地は、す
でにその草原が砂漠化を開始したことを示している。苏尼特左（スニトツォ）旗を例に挙
げると、草原地域における農地開墾によって起った砂漠化地域のほか、砂漠化した土地の
約 65％は、113 ヶ所の機動力吸水井戸付近の地域および道路沿線に分布する。錫林郭勒（シ
リンゴル）草原の砂漠化地域には主にこうした景観が現れている。植生が比較的良好な状
態にある波状の起状の砂丘地域でも、過放牧によって形成された砂漠化景観が、井戸、放
牧キャンプ地のほかに一部の丘間の小さいナオル（湖や雨水の溜まりのこと）周辺にも分
布する。これは、小さいナオルの周辺で大量の家畜が草地を踏み荒らすので、ナオルの周
囲に砂流を現しただけではなく、周辺の固定砂丘にも影響をおよぼし、それが流砂に推移
するからである。 
 流砂が現れ始めてから、とくに卓越風に面する西向斜面において風の侵食作用が起こり、
これを起点にして、風食穴を次第に発展させ、固定砂丘中に流砂が斑点状に分布するとい
う特徴を形づくる。砂漠化が進むにつれ、風食穴の深度がさらに大きくなり、露出の砂面
がされに拡大し、固定砂丘の環境が、斑点状に流砂が密集分布する半固定砂丘の景観に変
化する。正蓝（ツンラン）旗を例に挙げると、流砂の面積が 1950 年～1960 年代の 2％から
1970 年～1980 年代の 27％まで拡大した。渾善達克（フンシャンダク）地域の砂漠化はこ
のような特徴を持つ。西乌珠穆沁（シーウツゥムチン）旗の嘎化鄂勒蘇（ガーリオルス）
の波状砂質の緩やかな丘陵地域の砂漠化には類似した特徴があり、流砂の面積が 1950 年代
の 15 万亩（１亩＝6.67a）から 1970 年代の 72 万亩にまで拡大した。 
 草原地域の砂漠化において、過度な農地開墾と過放牧は相互に影響を与えていることも
指摘しておく必要がある。内モンゴルの乌兰察布（ウランツァブ）草原の南部の商都（シ
ャントゥ）を例として説明する。商都（シャントゥ）は 1885 年以前、まだ砂漠化地域が分
布しなかった。1885 年から 1915 年の 30 年間に小規模な耕地開墾が現れはじめたが、開墾
範囲の面積が現在と比べ、非常に小さく、分布が散在していたため、砂漠化は目立ったも
のではなかった。1915 年に商都（シャントゥ）では開墾募集局が設置され、大規模な移民
開墾が始まり、乾地作農地は草原にまで広く発展し、分布の上からも次第に連続的になっ
た。開墾期間が継過するに従って、砂質草原には風力の作用によって土壌の風食、粗大化
と斑点状流砂など顕著な砂漠化の景観が現われ、潜在的砂漠化地域も砂漠化地域になった。
草原牧畜の景観が乾燥地の景観に代わってしまった。 
 1930 年代から 40 年初めにかけ、原野開放、開墾募集の政策が引きつづき実行され、商
都（シャントゥ）の人口が 5 万人から 8.6 万人まで増加し、耕地も 50 万亩から 150 万亩ま
でに増え、草原植生の広域な破壊は砂漠化過程の進行を加速し、その面積も増加した（表
5）。 
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表 5. 商都（シャントゥ）の人口発展、耕地面積および砂漠化地域の面積の変化 
 
年代 
 
人口（万人） 
 
耕地面積（万
亩） 
総面積に占める
耕地（％） 
耕地面積中に占
める砂漠化面積
（％） 
1930 年代末期 8．6 103．9 16．6 ― 
1940 年代末期 16．2 147．3 23．6 5．4 
1980 年代末期 32．2 329．2 51．9 32．4 
                     （1989 年商都林業局） 
 
 砂漠化の進行により土地生産力が低下し、乾地作農地は耕作に不向きになった。耕作不
可能となれば、継続的な草原開墾の助けを借りることになる。したがって、土地利用の観
点から言えば、耕作放牧の面積が増加し、耕地面積の三分の一以上をしめるようになった。
たとえば、西井子（シージンツー）で 36.8％、毛烏蘇（ムウス）で 65.7％に達する一方で
草原際開墾の結果、草原の面積を縮小させ（表 6）、牧畜業の進行に影響をおよぼすように
なった。こうして、土地の砂漠化はますます激化の一途をたどる。張家口（チャンジャク）
の北部の察哈尔（チャハル）草原乾地作農地開墾地域の砂漠化進行も上を同様の過程であ
る。康保（カンボ）台路沟（ダイログ）を例に挙げると、1975 年には砂漠化した土地の面
積がその地域の 12％をしめていたものが 1986 年にはすでに 38％に達し、景観上からも、
耕作可能な風食粗大化の農地から耕作不可能な片状流砂が覆う土地に変化した。 
 
表 6. 商都（シャントゥ）の草原面積の変化 
 
年代 
草地の面積（万
亩） 
総面積に占める面
積（％） 
家畜頭数（頭） 羊１頭当たりの
草地占有面積
（亩） 
1937 年 500 78．5 37、932 47．2
1949 年 451.6 69.0  180,129 12.2
1980 年 235.2 37.1 358,127 4.0
（1989 年商都林業局） 
 
 中国の半乾燥地域の気候変化を接続的な発展について概観して来た。その中でとくに牧
畜業の発展が重要であることを指摘した。しかし、砂漠化に着目するならば、以上に述べ
たように、地域別にその土地の条件に応じて詳しい管理対策を考えなければならない。 
 人口増加による草原の過度な農耕地開発、過放牧と過度の伐採活動は、砂漠化発生の主
要な誘発要因である。そのほかの経済活動、たとえば、草原地域での都市建設や人口増加
により、自然植生の破壊が加速し、都市、集中的地域の周辺、或いは鉱工業居住地を中心
とする砂漠化圏を形成する。たとえば、苏尼特左（スニトツォ）旗の貝勒庙（バェイラミ
ャオ）では、1950 年代は砂漠化が著しくないないが、1960 年代末には、人口が 296 人から
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4,208 人まで増加し、1970 年代末には 7,054 人に達し、砂漠化地域の面積はもとの 3％から
その地域の土地面積の 25％を占めるまでに増加した。ニ連浩特（アルリェンホト）にも類
似した特徴がある。このような砂質草原地域の鉱業源（石炭を主とする）の開発と鉱工業
基地建設中に起こる可能性のある砂漠化問題にはとくに注意を払う必要がある。特に、現
在の中国は西部開発プロジェクトを進めることによって、内モンゴル地域では鉱工業の開
発により草原が開墾され、鉱物の採掘は著しくなっている。 
 砂質草原では、自動車やバイクなどの走行により引き起こされた道路の砂漠化もいちじ
るしい。苏尼特左（スニトツォ）旗の一部の調査の結果によれば、1km2当たりの範囲内に
おける道路砂漠化の面積は 10～20％である。砂漠化進行の図式は、道路の性格によって異
なる特徴があり、砂質草原での自動車走行については、道路沿線に帯状の砂地が現われ、
窪みの部分が風食される。粘土質の地域では、砂漠化は帯状の風食地としてよく現われる。
近年、建設された固定道路では、その路床が卓越風に面している窪地の斜面での風力作用
により砂層が吹きとばされ、沿線に不連続な砂漠化点を形成する。以上の道路砂漠化は錫
林郭勒（シリンゴル）草原などの草原内部地域に見られる砂漠化進行のもうひとつの特徴
である。（吉野正敏, 1998） 
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第 3 章 中国における草原生態系の保護 
 
 草地面積の減少はすでに総面積の 85％に達し、そのうち明らかに減少している草地は
6,000万ha に及んでいる。また毎年130万ha～200 万ha の早さで継続的に拡大している。
このほか、1958 年の以来、開墾された草原 1,850 万 ha、造成された草地 2,500 万 ha が減
少もしくは砂漠化している。このうち 800 万 ha は減少し、永久的に砂漠となった。この
両者に加えて重度の減少は年平均 200 万 ha 以上に及んでいる。（「草原牧区遊牧文明論集」, 
2000） 
 中国は人口が多く、食糧生産は建国以来の最大の課題でもあった。内モンゴル地域では
1949 年から 1980 年まで、現有の草地の 3 分の 1 が開墾され、農地総面積は 746.3 万 ha、
一人当たりの耕地は中国平均の 3 倍を超え中国一となっている。また、内モンゴル地域に
は中国全体の 4 分の 1 に当たる 7,881 万 ha の天然草原がある。（「中国可持続的発展戦略研
究」, 2001） 
 しかし、今まで草原生態系の保護がほとんど行なわれなかったため、その面積は急速に
減っているのが現実である。 
 
第1節 中国の「草原法」立法過程 
 
 中国で草原生態系の保護を行うようになったのは 1980 年頃からのことである。確かに、
草原地域とその他の農業地域との相違性について、建国当初から知られていたが、当時の
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政治状況からその区分を明確にすることは不可能であった。 
 内モンゴル地域の事例から言うと、中国建国当初、内モンゴル地域において「不分、不
闘、不画階級」策を実施し、長期にわたって方針転換しないとされていた。しかし、1958
年になると 1 年で内モンゴルのすべての牧草地域に「人民公社」を設置し草原の管理に関
して以下に示すような動きがあった。（「内蒙古牧畜業文献資料選編」第十巻, 1987） 
・ 1979 年 8 月 9 日 鄧小平「植草及び牧畜業の発展に関する談話」 植草による草原植
生被覆率の向上を図る 
・ 1980 年 3 月 22 日 国務院「牧畜業の発展加速に関する国務院農業部報告」 草原合
理的な利用による草原保護 
・ 1981 年 第六期 5 ヵ年計画において、牧畜業の構造改革による食肉類の生産量の増加
と人口草場の 3 倍増計画が標榜となる 
・ 1980 年～1982 年に内モンゴル地域では段階的に家庭生産請負制の実施が始まる 
・ 1983 年中国共産党中央委員会「現在の農村経済の若干の問題に関する通知」、1984 年
中国共産党委員会「1984 年の農村工作に関する通知」などにおいて、牧畜地域におけ
る請負経営責任制の早期確立が強調された。（家畜の請負がこの時期に完了し、ここで
述べている請負制とは草原そのもの請負への実施である。この時期は草原の請負が認
められず、1988 年の憲法改正においては条件付での草原の請負、自由経営が認められ
ている。） 
・ 1985年6月18日 全国第六届全国人民代表大会常務委員会第十一回会議に基づき、「中
華人民共和国草原法」を制定した。同年 10 月 1 日から実施された。2002 年 12 月 28
日第九届全国人民代表大会常務委員会第三十一回会議でより具体的な内容に修訂され
た。 
  
第2節 生態移民政策 
 
 地理的には、内モンゴル草原地は乾燥地域であり、薄い表土に覆われている。表土は土
の栄養分であり、その下は砂地であるため、表土の破壊は致命的なものである。また、内
モンゴル地域は乾燥地域であるため、降雨量も少なく、夏季には集中した雨、四季に吹き
続ける風や乾燥した痩せた土地であるのが特徴である。 
 表土の栄養分によって禾本科草本が成長し、その根茎により表土が保持される。これは
内モンゴル草原における土と草の相互関係である。 
 その草原が人口増加によって開墾、伐採など表土に対する非合理的な利用を強いられた。
そして、1990 年代に進められた牧草地の割り当て、使用権の自由化政策による新たな開墾、
過放牧が行われ砂漠化が進行した。内モンゴル地域は最近 40 年間の統計や既存研究によれ
ば利用可能な草地が半分まで減り続けていることがわかる（内蒙古日報「週末報」1999 年
12 月 2 日）。 
 従来からここに暮らすモンゴル族牧畜民の生活やその歴史は長く痩せた草原との付き合
いを通じて草原と人、動物の間に極めて高い調整機能が形成されたと考えられる。家畜の
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放牧は自由移動を唯一の原理とし、牧畜民は自然界を転々と遊牧生活をする。牧草と土、
表土の関係をその生産過程の中で把握した生活の知恵が育まれた。遊牧における自由移動
が草原を近年まで維持してきたのが現実である。 
 1978 年に始動した「三北防護林」建設プロジェクトの継続強化以外、現在の中国は「生
態系の改善」へ向けて、「生態移民」政策や「退耕還林」工程、京津風砂（黄砂）源治理工
程といった政策制度の実施をしている。ここでは生態移民政策に注目する。 
 「生態移民」政策の正式名は「围（囲）封転移戦略」である。「围封転移戦略」はその
文字通り、囲んで封じ、移転させるという意味であり、先般のような穏健な対策と比べて
これは強固な戦略として実施されている。移転の具体案が生態系の保護のための移住や移
転であり、対象となった放牧地域の牧畜民は、強硬な移民政策によって移住を強いられて
いる。内モンゴル地域の全域がその実施先であるが、その一つである錫林郭勒（シリンゴ
ル）草原について述べる。 
 錫林郭勒（シリンゴル）草原は内モンゴル地域の中部に位置する人口は 90 万人（2000
年）、面積 20.2 万 km2地域である。モンゴル族は総人口の 27％を占める。 
 2002 年、「囲封転移戦略」によって、錫林郭勒（シリンゴル）地域では全面積の 27％に
当たる 35 万 ha の牧草地を禁牧、休牧、輪牧地域とし、植林、人工草場を行う計画を出し
た。そのため、2,135 世帯の家畜を売却させ、牧畜民を「生態移民」として移住させ、2,678
世帯の放牧禁止し、647 世帯の家畜を輪牧させるという計画であった。計画実行のために 4
億元の投資が使われた。（内蒙古畜牧雑誌社, 2000） 
「生態移民」は「転移」戦略の具体的な施策として、戦略全体においでも重要な位置を占
めている。家畜の放牧形態を続けてきた牧畜民を乳牛飼養業などへの生産構造に変え、今
まで住み続けてきた地域から都市部への移住を意味するものである。つまり、生態移民に
指定された牧畜民は所有する家畜を売却し、従来の移住地域から行政が新しく設置した集
合住宅へ移住するのである。（「中国の生態移民政策」, 2005） 
 錫林郭勒（シリンゴル）草原の砂漠化問題について、過放牧論と農地開発による砂漠化
論が対立している。（「清和研究論集」第二号, 1995.12）過放牧論では、1949 年中国建国さ
れる当時、錫林郭勒（シリンゴル）地域の人口は 20 万、当時家畜が草原に与える放牧圧は
羊 1 頭当たり 6ha だった。しかし、50 年後には人口が 4 倍以上に増え、草地が極端に減り、
家畜数が増え、放牧圧は 10 倍に増えたという。農地開発による砂漠化論では、数字上過放
牧は確かであるが、この過放牧が農地開発によって牧草地の激減、及び農地資本による家
畜の買い上げ、大量生産によるもので、従来の放牧によるものではないという。その根拠
として、同地域におけるモンゴル族牧畜民の人口が増えていないことや、内陸の農業の資
本が牧畜民から家畜や草地を買い上げ、定住放牧が従来の草原の生態を破壊し、家畜と草
地の相互関係を狂わせたと指摘されている。錫林郭勒（シリンゴル）草原の減少には、草
地の不適な開発と開墾だと考えるのである。 
 文化的側面から見ると、移民は従来の遊牧文化から農耕文化への移転を強いられている
傾向が高い。この地域は季節遊牧コミュニティを形成しているが、移住によって、定住化
した新たなコミュニティが形成される。従来の遊牧文化が継続されず、生活習慣の転換、
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文化的基礎の喪失の結果、多くの人々が放浪してしまうと考えられる。 
 経済的な側面から見ると、生態移民は商品経済の連鎖に込み組まれ、自由な移動生活を
送ることができないのが現実である。牧畜民の経営そのものが赤字である。支出削減のた
めの「青草基地建設」政策などによる新たな良質の草原の開墾が牧畜民の夏営地に急速に
広がっている。 
 生態移民政策は従来の牧畜民を放牧生活から切り離し、草原の自然回復を試みる側面は
大きく、根本から解決すべき農業殖民問題や草地化の進行は当初問題とされていなかった。 
 草原の減少や砂漠化問題に何らかの対策が必要であることは当然であるが、その対策は
現地住民にとって適切な方式で実施されなければならない。一連の環境政策が、今まで自
然に負荷の軽い生産であった牧畜民の生産、生活を保護、奨励してこそその成果が期待で
きる。（陳健華, 魏百刚, 2004） 
内モンゴル地域における生態移民政策はほとんど地方政府の管理機関や組織の下で行な
われているため、地方政府の取り込みも重要なことである。生態移民政策は国家プロジェ
クトの一つでもあるため資金などはすべて移民に支給されることなく、草原建設や集合住
宅の建設などに支出される額が多い。地方政府の財政状況も厳しい状況であった（第四章）。 
 
第3節 退耕還草と環境政策 
 
草地の劣化に対して、中国では 2003 年以降に退耕還草（耕地を人工草地に転換する）
の政策が全国的に行われるようになった。ここでは退耕還草の政策を北部・西部地域に限
り概観する。 
北部・西部地域の内モンゴル地域では、退耕還草の政策には次のような計画がある。 
・保護草原の建設 6,328 万 ha 
・囲い込み放牧地 1,900 万 ha 
・輪番放牧地 1,760 万 ha 
・草原建設 2,668 万 ha 
・空中播種 250 万 ha 
・草地改良 2,185 万 ha 
・退耕還草 930 万 ha 
このように、草原の改良には生態系を回復するためのいくつかの方法が採用されている
が、そこに生育する牧草についても注目する。天然牧草は多種類に及ぶが、主たるものは
イネ科牧草、マメ科牧草、キク科牧草、カヤツリグサ科牧草が大半である。人工の改良草
地に播種されるのは苜蓿（アルファルファ）を筆頭に老芒麦（エゾムギ）、披喊草（ハマム
ギ）、紅三叶（アカクローバ）、沙打旺（ムラサキモメンヅル）などである。図−2 各種の
牧草として示した。この企画が実施されれば、牛羊肉の生産量は 2 倍になり、2010 年には
羊毛の生産量は 50％増加、2020 年には 80％の増加をみられるということである。しかし
現実の草地についてみると、このような改良の施された草地はきわめて少ない。表 7 で有
効面積に対する人工草地の割合をみると、黒竜江、吉林、遼寧、寧夏、甘粛などの省では
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5％を上回るが、青海、新彊、四川、西蔵では低い比率であり、内モンゴルでも 3.8％でし
かない。 
 
表 7. 中国北・西部の草地面積 
地域 天 然 草 原 面 積
（万ｈａ） 
占有率（％） 有効面積（万
ｈａ） 
草 原 載 畜 量
（万頭） 
人工草地 
（万ｈａ） 
黒竜江 753 16.57 608 1926 40.61 
吉林 584 30.6 438 1,111 22.63 
遼寧 339 23.23 324 532 23.47 
内モンゴ
ル 
7,881 68.81 6,359 4,420 238.88 
寧夏 
 
301 58.19 263 147 20.1 
甘粛 1,790 42.07 1,607 1,104 82.69 
青海 
 
3,637 51.36 3,153 2,900 41.35 
新彊 
 
5,726 34.68 4,801 3,225 43.33 
四川 
 
2,038.2 42.44 1,770.5 4,439 24.37 
チベット 8,205 68.1 7,085 2,708 5.6 
    （劉 江 2001） 
 
内モンゴルの調査では、理論的載畜量に対して 2 倍弱から 5.3 倍の家畜飼養を行ってい
た。この調査地では、内モンゴル地域だけが人工草地 14.8％、改良草地 82.6％、退化草地
率 5.5％であったが、他の地域では人工草地、改良草地いずれも造成が十分でなく、草地率
の減少は 40～100％に及んでいる。 
草原の過剰な利用は長期にわたっているが、1990 年代初めまで 40 年間の草原に対する
投入資金の不足は 1ha 当たり 0.45 元であり、1ha 当たり草原の産出は 15～30 元に上った
39 
MO: A Research on Ecosystem Protection Policy in Inner Mongolia Region, China 
 
から、その投入と産出の比率は 1:108 であった。この略奪的牧畜のあり方が草原の生産環
境を退化させたと考えられる。放牧する家畜の日々の採餌量は、仔牛で 3～5kg、羊・山羊
で 1～2kg であるといわれるから、牧草生産量は後でみるように地域によって大きな差が
あるものの、年間の必要量を確保するためには広大な面積の牧草地が必要となる。草原の
劣化は開墾によってもたらされた。1950 年代以降、1,334 万 ha の草原が開墾された。その
うち 50％近くが生産力を逐年低下させ、裸地あるいは砂地になり荒廃した。1986 年以降の
10 年間に黒竜江、内モンゴル、新彊、甘粛 4 省で 174 万 ha の草原が開墾されたが、その
49.2％は荒廃し、砂漠化した。内モンゴル伊克昭盟では 40％の土地が開墾により砂漠化し
た。また管理が充分行き届かず、過剰利用によって植生の状態が悪化すると、草原の土壌
流出が起こる。1999 年までに 180.83 万 km2の土壌流出が起こり、そのうち 1,230 万 ha の
草原で土壌の流出があった。原因は、開墾などにより草原の植栽被覆度が低下し保水力が
減少したことによる。とくに流出した土砂が大量に河川に流れ込み、水害をもたらす原因
となっている。草原の牧草生産量は、地域によって自然条件が異なるため、その生産量に
違いが見られる。 
南部および東部の湿潤草原では、7～10 ヶ月の牧草生育期間があるため、一般に 1,500～
3,500kg/ha の干し草が得られる。平均的には 2,000～2,500kg/ha の収量がある。 
・北部温帯地域では、600～2,200kg/ha である。 
・中部の典型的な草原では、900～1,600kg/ha である。 
・ 西部ステップでは、600kg/ha の干し草収量がある。 
これらの違いは年間降水量が 100mm異なるごとに 400～500kg/haの干し草収量の差があ
ることを示している。黄土高原およびその西部では、草原の荒廃が進み、年間の干し草生
産量は 400～500kg/ha と低位である。トルファン盆地の荒漠地では、200～400kg/ha である
が、天山山脈などの山地放牧地では、干し草生産量は年間 1,600～2,000kg/ha ある。チベッ
ト高原は寒冷地であり、牧草の生育期間は短く、干し草生産量は少ない。その東部地域と
西部地域では、干し草生産量に大きな違いが見られる。東部の寒冷放牧地では、1,000～
1,500kg/ha、中部の寒冷放牧地では、500～1,000kg/ha、西部地域では、500kg/ha と干し草生
産量に顕著な違いが見られる。年間降雨量 100mm ごとに 250～300kg/ha の干し草生産量の
違いが見られる。草地の干し草生産量は、このように水・熱量の差によって左右される。 
荒漠化および沙漠化した土地面積をみると、広大な面積にそれが広がっていることがわ
かる。北部・西部の牧畜の盛んな地域でこの現象が顕著である。たとえば内モンゴルでは、
牧草生産量の退化の進む牧草地は、程度の軽いもの 47.0％、中程度の牧草地 35.4％、重度
の退化がみられる牧草地 17.6％に及んでいるという。表 4 の密度の項は、単純に家畜合計
数を牧草地面積で除した値であるから、とても正確な数値とはいえないが、傾向を知るこ
とは出来ると考え、密度を計算している。これは遼寧省のような場合、放牧以外の家畜の
飼養方法が執られている可能性を考えていない。 
羊の飼養頭数でみると、全国平均の草原載畜頭数は 1ha 当たり 1.30 頭であるが、温帯の
荒漠草原では 0.32 頭/ha であり、青蔵高原の寒冷地草原では載畜能力が低く 1.19 頭/ha であ
る。同じ青蔵高原地域においても高地寒冷草原では 0.35 頭/ha であり、高地寒冷荒漠草原
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では 0.20 頭/ha と極端に飼養頭数が少ない。 
このような土地ではもともと載畜能力が低いが，それ以上の荒廃が進んでいることを示
しているものであると考えられる。牧畜の行われる地域は，おおむね年間降雨量 400mm
以下の地域であるが、それぞれの地域によってさまざまな区分が可能である。その概略は、
黒龍江省が温暖ステップ地帯（草原と森林）、内モンゴル自治区の温暖砂漠地帯と典型的ス
テップ地帯，新彊ウイグル自治区が半砂漠・砂漠地帯，西蔵地区が高地寒冷半砂漠・砂漠
地帯および寒冷落葉針葉樹林地帯、青海省、甘肅省、宁夏自治区は高地寒冷牧草地、ステ
ップ，温暖砂漠地帯に区分けされる。 
 
               （『中国植物大辞典』1997 より） 
図３ 中国の植生分布 
 
第 4 章 結びに換えて ―中国地方財政の問題― 
  
現在、中国の財政制度改革は多くの問題を抱えている。中でも、中央と省レベル政府の
間での財政移転が強化されてきたとはいえ、県、郷レベルにおける政府の財政難は依然と
して深刻である。この問題を解決するためには、各地域の経済を強力に発展させて地方政
府の税収源を強化するだけでなく、各レベルの政府間の財政再分配関係の改革も加速する
必要がある。内モンゴルにおける調査によって得た一次データに基づいて、内モンゴルの
41 
MO: A Research on Ecosystem Protection Policy in Inner Mongolia Region, China 
 
県および郷における政府財政が直面する困難とその原因を分析し、政策を提案する必要が
ある。現状分析と政策提案は全国レベルでも普遍的な意義を持つものである。（張忠任『現
代中国の政府間財政関係』2001 を参考とする）これ以上の分析と考察は別稿で論じること
にする。 
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Abstract: 
    This article describes and analyses the policies for environmental protection in the Inner Mongolia 
Region, China. It also analyses the history of social and natural change with special reference to culture 
of the area. It also pays attention to environmental issues of the area based on the people’s customs and 
tradition. Firstly it comprehends the people’s culture, society and environment, and describes about way 
of thinking in the local government and the pastoral people in the area. As a result, outline of the policy 
for environmental protection is clarified. The author examines that the policy has an effect on the culture 
and environment of the area. The author also considers whether the present policy for the environment is 
effective or not.    
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